
 

 

多角形断面線材用ダイス事件 

 

審決取消請求事件 

令和４年１１月１６日判決（知財高裁） 令和４年（行ケ）第１００１９号 

キーワード：発明の明確性／発明の技術的範囲 

担当 弁理士 吉田哲生 

 

１．事案の概要 

 原告は、被告の有する特許権について、平成２９年５月１２日、特許異議の申立てをした

が（異議２０１７－７００４６４号事件）、訂正をしたうえで請求項１～１２に掛かる特許

が維持された。原告は、令和２年４月２１日、無効審判を提起したが（無効２０２０－８０

００４３号事件）、請求不成立との審決がなされたので、審決取消訴訟を提起した事案であ

る。 

 

２．結論 

 審決取消 

 

３．本件特許 

 発明の名称 ：多角形断面線材用ダイス 

 登録番号 ：第６０３１６５４号 

 出願日 ：平成２７年９月６日（国内優先権主張 平成２６年９月７日） 

 登録日 ：平成２８年１１月４日 

 

４．本件発明（下線は争点となった構成要件） 

［請求項１］ 

Ａ 略円筒形形状をもつ引抜加工用ダイスを保持し前記引抜加工用ダイスの前記略円筒形 

  形状の中心軸を中心として前記引抜加工用ダイスを回転させるダイスホルダーと、 

Ｂ 内部に収納された潤滑剤が材料線材に塗布された後前記引抜加工用ダイスに前記材料 

  線材が引き込まれるボックスと、を含む引抜加工機であって、 

Ｃ 前記引抜加工用ダイスのベアリング部の開口部は略多角形の断面形状を有し、 

Ｄ 前記開口部の断面形状は前記材料線材の引抜方向に沿って同じであることを特徴とす 

  る引抜加工機。 

 

５．争点 

 構成要件Ｃにおける「略多角形」という記載の明確性について。 

  

６．裁判所の主な判断（下線は筆者） 

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/532/091532_hanrei.pdf


(1) 明確性要件について  

 特許法３６条６項２号は、特許請求の範囲の記載に関し、特許を受けようとする発明が明

確でなければならない旨規定する。同号がこのように規定した趣旨は、仮に、特許請求の範

囲に記載された発明が明確でない場合には、特許が付与された発明の技術的範囲が不明確

となり、第三者の利益が不当に害されることがあり得るので、そのような不都合な結果を防

止することにある。そして、特許を受けようとする発明が明確であるか否かは、特許請求の

範囲の記載だけではなく、願書に添付した明細書の記載及び図面を考慮し、また、当業者の

出願当時における技術常識を基礎として、特許請求の範囲の記載が、第三者の利益が不当に

害されるほどに不明確であるか否かという観点から判断されるべきである。 

(2)字義からみた「略多角形」の意義 

 「略多角形」とは、その字義からみて、おおむね多角形の形状をした図形をいうものと解

されるが、具体的にどのような形状の図形が「略多角形」に該当するかは、その字義からは

明らかでないといわざるを得ない。 

(3)特許請求の範囲の記載及び本件明細書の記載 

（略） 

(4)本件各発明の「略多角形」の意義 

 （略）本件各発明は、潤滑剤の塊の発生を極力防ぎ、また、ダイスのメンテナンスに要す

る時間を極力削減し、その結果、多角形の断面を有する線材の製造コストの低減を図ること

を目的として、当該角部の全部又は一部につき、これを円弧とし、鈍角の集合とし、又は自

由曲線とすることにより、当該角部に潤滑剤がたまりにくくなるようにしたものであると

いえる。加えて、本件明細書における「略多角形」の定義（段落【0057】）にも照らすと、

本件各発明の「略多角形」とは、本件各発明の効果（開口部の角部に潤滑剤がたまりにくく

なること）を得るため、「基礎となる多角形断面」の角部の全部又は一部を円弧、鈍角の集

合又は自由曲線に置き換えた図形（以下、角部を円弧、鈍角の集合又は自由曲線に置き換え

ることを「角部を丸める」などといい、角部に生じた円弧、鈍角の集合又は自由曲線を「角

部の丸み」などということがある。）をいうものと解することができる。そして、前記(3)に

よると、「基礎となる多角形断面」とは、従来技術における開口部（角部を丸める積極的な

処理をしていないもの）の断面を指すものと解されるから、結局、本件各発明の「略多角形」

とは、本件各発明の上記効果を得るため、その角部を丸める積極的な処理をしていない開口

部につき、その角部の全部又は一部を丸める積極的な処理をした図形をいうものと一応解

することができる。なお、これは、前記(2)の字義からみた「略多角形」の意義とも矛盾する

ものではない。 

(5)「略多角形」と「基礎となる多角形断面」との区別 

 （略）ワイヤー放電により、その断面形状が多角形である開口部を形成するくり抜き加工

をした場合、開口部の角部には、不可避的に丸みが生じるものと認められる。そうすると、

「基礎となる多角形断面」も、くり抜き加工をした後の開口部の断面である以上、角部が丸

まった多角形の断面であることがあり、その場合、客観的な形状からは、「略多角形」の断

面と区別がつかないことになる。 

（略）開口部の角部の丸みについては、その曲率半径がどの程度まで小さければ不可避的に



生じる丸みであるといえ、どの程度より大きければ不可避的に生じる丸みを超えて積極的

に角部を丸める処理をしたものであるといえるのかを客観的に判断する基準はないという

ほかない。そうすると、客観的な形状からは、「基礎となる多角形断面」と「略多角形」と

を区別するのは困難であるといわざるを得ない。 

 以上のとおり、本件各発明の「略多角形」は、「基礎となる多角形断面」と区別するのが

困難であり、本件各発明の技術的範囲は、明らかでない。 

(6)「略多角形」の角部の形状 

 （略）開口部の角部の丸みについては、その曲率半径がどの程度まで小さければ不可避的

に生じる丸みであるといえ、どの程度より大きければ不可避的に生じる丸みを超えて積極

的に角部を丸める処理をしたものであるといえるのかを客観的に判断する基準はないし、

また、当該曲率半径がどの程度を超えれば本件各発明の効果（開口部の角部に潤滑剤がたま

りにくくなること）が得られるようになるのかは、客観的に明らかとはいえない。 

 （略）本件明細書には、開口部の角部に潤滑剤がたまりにくくなるとの本件各発明の上記

効果を奏する条件について、１辺４ｍｍの四角形断面の棒材を作成する場合に、開口部の１

つの角部を曲率半径０．８ｍｍ程度の円弧（曲線）で結ぶと、角部にたまっていた潤滑剤の

塊が１か所に固まりづらくなる旨の記載（段落【0055】）があるのみであるところ、１辺４

ｍｍの四角形断面の開口部の角部を曲率半径が０．８ｍｍ程度より小さい円弧とした場合

に本件各発明の上記効果が得られないものと認めるに足りる証拠はないし、その断面形状

が１辺４ｍｍの四角形以外の多角形である開口部も含めると、開口部の角部にどの程度の

丸みを帯びさせれば本件各発明の上記効果が得られるのかを客観的に明らかにするのは困

難であるといわざるを得ない（略）開口部の角部における潤滑剤のたまりやすさは、当該角

部の丸みの曲率半径の大きさのみならず、線材の種類、潤滑剤の種類、加工発熱の度合い等

の様々な要素によって左右されるものであると解され、当該曲率半径が０．３ｍｍ程度以下

であれば、一律に本件各発明の上記効果が得られないと認めることはできないから、被告の

主張を採用することはできない。）。  

 以上によると、本件各発明の「略多角形」については、特許請求の範囲の記載、本件明細

書の記載及び本件出願日当時の技術常識を踏まえても、「基礎となる多角形断面」の角部に

どの程度の大きさの丸みを帯びさせたものがこれに該当するのかが明らかでなく、この点

でも、本件各発明の技術的範囲は、明らかでないというべきである。 

以上 


